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保安規定第１２条（運転員等の確保）関係 

 

１．論点の内容 

（１）第１７条の７第３項（２）の成立性の確認訓練において，成立性の確認訓練に係

る者が，必要な力量を確保できていないと判断した場合は，それ以外の保安規定（表

１２－１及び表１２－３）に定める人数の者についても力量が確保できていないと

判断される。 

 

（２）力量が確保できていないと判断された後，その原因を分析，評価し，改善等，必

要な措置を講じ，再訓練等を実施したが，必要な力量を確保できていないと判断し

た場合，原子炉の運転中は，原子炉の安全を確保しつつ，速やかに原子炉停止の措

置を実施する。原子炉の停止中は，原子炉の停止状態を維持し，原子炉の安全を確

保する。 

 

２．保安規定変更に係る基本方針の内容 

論点の内容を踏まえた保安規定変更に係る基本方針の見直し内容を以下に示す。 

（１）保安規定変更に係る基本方針 

集団食中毒のような事態により，要員に欠員が生じた場合の措置及び成立性の確

認訓練において，その訓練に係る者が，力量を確保できていないと判断した場合の

措置を（２）項のとおり，保安規定の「第１２条（運転員等の確保）」及び「添付

３ 重大事故等及び大規模損壊対応に係る実施基準」に規定する。 

 

（２）要員の欠員が生じた場合の措置 

要員の欠員が生じた場合の措置の内容を以下に示す。（添付資料－１参照） 

① 集団食中毒のような事態（②項の事態以外）により要員に欠員が生じた場合 

ａ．病原性の高い新型インフルエンザや同様に危険性のある新感染症が発生した場

合，原子力発電所の運転管理，施設管理をはじめ，安全確保に係る管理業務を最

優先に継続する体制を構築する。 

また，新感染症のまん延期においては，法令，保安規定を遵守するために必要

な業務等，必要不可欠な安全確保に係る管理業務を最優先に継続する。 

ｂ．保安規定（表１２－１及び表１２－３）に定める人数の者に欠員が生じた場合

は，夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）を含め補充を行う。 

ｃ．保安規定（表１２－１及び表１２－３）に定める人数の者の補充の見込みが立

たないと判断した場合は，原子炉の運転中は，原子炉の安全を確保しつつ，速や

かに原子炉停止の措置を実施する。原子炉の停止中は，原子炉の停止状態を維持

2



し，原子炉の安全を確保する。 

また，ａ項の措置は，復帰するまで実施することとし，復帰した後，原子炉の

運転状態も復帰させる。 

 

② 成立性の確認訓練において，成立性の確認訓練に係る者が，力量を確保できてい

ないと判断したことにより要員に欠員が生じた場合（添付資料－１参照） 

ａ．成立性の確認訓練（技術的能力の成立性確認，机上訓練による有効性評価の成

立性確認，中央制御室主体の操作に係る成立性確認及び現場訓練による有効性評

価の成立性確認）において，その訓練に係る者が，役割に応じた必要な力量（以

下「力量」という。）を確保できていないと判断した場合は，速やかに，保安規

定（表１２－１及び表１２－３）に定める人数の者を確保する体制から，力量が

確保できていないと判断された者を除外し，原子炉主任技術者の確認，所長の承

認を得て，体制を構築する。 

 

ｂ．ａ項の訓練うち，中央制御室主体の操作に係る成立性確認，技術的能力の成立

性確認及び机上訓練による有効性評価の成立性確認により，力量を確保できてい

ないと判断した場合は，速やかに，以下の措置を講じる。 

（ａ）所長及び原子炉主任技術者に報告するとともに，その原因を分析，評価し，

改善等，必要な措置を講じる。 

（ｂ）力量を確保できていないと判断された者に対して，必要な措置の結果を踏

まえ，力量が確保できていないと判断された個別の操作及び作業を対象に，

力量の維持向上訓練を実施した後，役割に応じた要員により成立性の確認訓

練を実施し，力量が確保できていることを確認し，所長及び原子炉主任技術

者に報告する。 

ｃ．ａ項の訓練うち，現場訓練による有効性評価の成立性確認により，力量を確保

できていないと判断した場合は，速やかに，以下の措置を講じる。 

（ａ）所長及び原子炉主任技術者に報告するとともに，その原因を分析，評価し，

改善等，必要な措置を講じる。 

（ｂ）力量を確保できていないと判断された者と同じ役割の者に対して，必要な

措置の結果を踏まえ，力量が確保できていないと判断された個別の操作及び

作業を対象に，役割に応じた成立性の確認訓練を実施し，力量が確保できて

いることを確認し，所長及び原子炉主任技術者に報告する。 

（ｃ）（ｂ）項の措置により，力量が確保できる見込みが立たないと判断した場合

は，所長及び原子炉主任技術者に報告する。 

（ｄ）力量を確保できていないと判断された者については，必要により，改めて

原因を分析，評価し，改善等の必要な措置を講じ，力量の維持向上訓練を実
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施した後，力量を確保できていないと判断された成立性の確認訓練を実施し，

力量が確保できていることを確認する。 

（ｅ）（ｄ）項の措置により，力量が確保できていると判断した場合は，所長及び

原子炉主任技術者に報告する。 

 

ｄ．ａ項の訓練のうち，現場訓練による有効性評価の成立性確認において，除外さ

れた者と同じ役割の者に対して，役割に応じた成立性の確認訓練を実施（ｃ項参

照）し，その結果，力量を確保できる見込みが立たないと判断した場合は，ｆ項

の措置を講じる。 

 

ｅ．ａ項を受け，力量が確保できていないと判断された者については，教育訓練等

により，力量が確保されていることを確認した後，原子炉主任技術者の確認，所

長の承認を得て，保安規定（表１２－１及び表１２－３）に定める人数の者を確

保する体制に復帰させる。 

 

ｆ．ｄ項の措置を受け，原子炉の運転中は，原子炉の安全を確保しつつ，速やかに

原子炉停止の措置を実施する。原子炉の停止中は，原子炉の停止状態を維持し，

原子炉の安全を確保する。 

また，ａ項の措置は，復帰するまで実施することとし，復帰した後，原子炉の

運転状態も復帰させる。 

 

（３）完了時間の運用 

① 保安規定の「速やかに」の定義 

ａ．第３節において「速やかに」とは，可能な限り短時間で実施するものである

が，一義的に時間を決められないものであり，意図的に遅延させることなく行

うことを意味する。 

なお，要求される措置を実施する場合には，上記の主旨を踏まえた上で，組

織的に実施する準備（関係者への連絡，各運転員への指示，手順の準備・確認

等を行うこと。）が整い次第行う活動を意味する。 

 

ｂ．複数の「速やかに」実施することが要求される措置に規定されている場合は，

いずれか１つの要求される措置を「速やかに」実施し，引き続き遅滞なく，残

りの要求される措置を実施する。 

 

② ２．（２）項の「速やかに」等の運用 

ａ．集団食中毒のような事態（②項の事態以外）により要員に欠員が生じ，保安
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規定（表１２－１及び表１２－３）に定める人数の者に欠員が生じた場合は，

夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）を含め補充を行う。 

（ａ）「夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）を含め補充を行う。」の説明 

○保安規定（表１２－１及び表１２－３）に定める人数の者に欠員が生じた

場合は，夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）を含め，以下の非常召集

ルートを使用した召集時間を目安に，要員の補充を行う。 

 

 

 

（ｂ）要員の体制管理 

○配置（業務）中の要員に集団食中毒のような事態が発生した場合は，対象

者を速やかに，病院へ搬送するなど，人命，身体の安全を優先する措置を

講じ，体調に問題のない要員と交替し，体制を構成する。 

○夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）に事態が発生した場合は，集団食

中毒等の事態が収束するまで，体調に問題のない要員と交替し，体制を構

成する。 

○交替する要員に集団食中毒のような事態が発生した場合は，体調に問題の

ない要員と交替し，体制を構成する。 

 

ｂ．成立性の確認訓練（技術的能力の成立性確認，机上訓練による有効性評価の

成立性確認，中央制御室主体の操作に係る成立性確認及び現場訓練による有効

性評価の成立性確認）において，その訓練に係る者が，力量を確保できていな

いと判断した場合は，速やかに，保安規定（表１２－１及び表１２－３）に定

める人数の者を確保する体制から，力量が確保できていないと判断された者を

除外し，原子炉主任技術者の確認，所長の承認を得て，体制を構築する。 

（ａ）「速やかに」の説明 

○（ｂ）項の管理を行うことで対応可能であることから，第３節にて定義す

る「速やかに」と同義である。 

（ｂ）要員の体制管理 

○成立性の確認訓練において，その訓練に係る者が，必要な力量を確保でき

ていないと判断した場合でも，速やかに，保安規定（表１２－１及び表１

２－３）に定める人数の者を確保し，体制が構成できるように要員の体制

管理を行う。 

 

ｃ．現場訓練による有効性評価の成立性確認により，力量を確保できていないと

判断した場合は，速やかに，以下の措置を講じる。 

・非常召集ルートを使用した召集時間 ：約６時間 
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（ａ）「速やかに」の説明 

○現場訓練による有効性評価の成立性確認の成立性の確認により，力量を確

保できていないと判断した場合は，その原因を分析，評価し，改善等，必

要な措置を講じる。 

○力量を確保できていないと判断された者と同じ役割の者に対して，必要な

措置の結果を踏まえ，力量が確保できていないと判断された個別の操作及

び作業を対象に，役割に応じた成立性の確認訓練を実施し，力量が確保で

きていることを確認する。 

（ｂ）措置の完了目標（添付資料－２参照） 

○７日～１０日程度 

 

ｄ．原子炉の運転中は，原子炉停止の措置を実施し，原子炉の停止中は，原子炉

の停止状態を維持し，原子炉の安全を確保する。なお，原子炉停止の措置の実

施に当たっては，原子炉の安全を確保しつつ，速やかに，実施する。 

（ａ）「速やかに」の説明 

○原子炉停止の措置の実施に当たっては，原子炉の安全を確保しつつ，速や

かに，実施する。 

（ｂ）原子炉停止の措置の完了目標 

○高温停止２４時間 

○冷温停止３６時間 
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３．保安規定変更の内容 

論点の内容を踏まえた保安規定変更の内容を以下に示す。 

（１）「第１２条（運転員等の確保）」の内容 

（運転員等の確保） 

第１２条 第一運転管理部長及び第二運転管理部長（以下「運転管理部長」という。）は，原子炉

の運転に必要な知識を有する者を確保する※１。なお，原子炉の運転に必要な知識を有する者とは，

原子炉の運転に関する実務の研修を受けた者をいう。 

２．運転管理部長は，原子炉の運転にあたって前項で定める者の中から，１班あたり表１２－１に

定める人数の者をそろえ，５班以上編成した上で２交替勤務を行わせる。なお，特別な事情があ

る場合を除き，運転員は連続して２４時間を超える勤務を行ってはならない。また，表１２－１

に定める人数のうち，１名は当直長とし，運転責任者として原子力規制委員会が定める基準に適

合した者の中から選任された者とする。 

３．運転管理部長は，表１２－１に定める人数のうち，表１２－２に定める人数の者を主機操作員

以上の職位にある運転員の中から常時中央制御室に確保する。なお，表１２－２に定める人数の

うち，原子炉の状態が運転，起動及び高温停止の場合においては，１名は当直長又は当直副長と

する。 

４．各ＧＭは，重大事故等の対応のための力量を有する者を確保する※１。また，防災安全ＧＭは，

重大事故等対応を行う要員として，表１２－３に定める人数を常時確保する。 

５．発電ＧＭは，第１７条の７第３項（２）の成立性の確認訓練において，その訓練に係る者が，

役割に応じた必要な力量（以下，本条において「力量」という。）を確保できていないと判断し

た場合は，速やかに，表１２－１に定める人数の者を確保する体制から，力量が確保できていな

いと判断された者を除外し，原子炉主任技術者の確認，所長の承認を得て体制を構築する。 

６．発電ＧＭは，第５項を受け，力量が確保できていないと判断された者については，教育訓練等

により，力量が確保されていることを確認した後，原子炉主任技術者の確認，所長の承認を得て，

表１２－１に定める人数の者を確保する体制に復帰させる。 

７．発電ＧＭは，表１２－１に定める人数の者に欠員が生じた場合は，速やかに補充を行う。 

８．防災安全ＧＭは，第１７条の７第３項（２）の成立性の確認訓練において，その訓練に係る者

が，力量を確保できていないと判断した場合は，速やかに，表１２－３に定める人数の者を確保

する体制から，力量が確保できていないと判断された者を除外し，原子炉主任技術者の確認，所

長の承認を得て体制を構築する。 

９．防災安全ＧＭは，第８項を受け，力量が確保できていないと判断された者については，教育訓

練等により，力量が確保されていることを確認した後，原子炉主任技術者の確認，所長の承認を

得て，表１２－３に定める人数の者を確保する体制に復帰させる。 

１０．防災安全ＧＭは，表１２－３に定める人数の者に欠員が生じた場合は，速やかに補充を行う。 

１１．所長は，表１２－１及び表１２－３に定める人数の者の補充の見込みが立たないと判断した

場合，原子炉の運転中は，原子炉の安全を確保しつつ，速やかに原子炉停止の措置を実施する。

原子炉の停止中は，原子炉の停止状態を維持し，原子炉の安全を確保する。 

 

※１：重大事故等対処施設等の使用を開始するにあたっては，あらかじめ力量の付与のための教育

訓練を実施する。 
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表１２－１ 

中央制御室名 

原子炉の状態 
１号炉※２ 

２号炉，３号炉， 

４号炉及び５号炉※２ 
６／７号炉※２ 

運転，起動，高温停止の場合 
  

１３名以上※４ 

冷温停止，燃料交換の場合 ４名以上※３ ３名以上※３ １０名以上※５ 

 

表１２－２ 

中央制御室名 

原子炉の状態 

１号炉，２号炉，３号炉，

４号炉及び５号炉※２ 
６／７号炉※２ 

運転，起動，高温停止の場合 
 

３名以上※４ 

冷温停止，燃料交換の場合 １名以上 ３名以上※５ 

 

表１２－３ 

要員名 緊急時対策要員 自衛消防隊 

常駐 ５０名以上※６ １０名以上 

召集 １１４名以上※７ １８名以上※８ 

※２：１号炉，２号炉，３号炉，４号炉，５号炉及び６号炉については，原子炉への燃料装荷を

行わない 

※３：１号炉から５号炉合わせて２２名以上常時確保する 

※４：７号炉１基が該当する場合 

※５：原子炉が２基とも該当する場合 

※６：５０名以上のうち，６名以上を１号炉，２号炉，３号炉，４号炉及び５号炉の要員，４４

名以上を６号炉及び７号炉の要員とする。 

※７：１１４名以上のうち，８名以上を１号炉，２号炉，３号炉，４号炉及び５号炉の要員，１

０６名以上を６号炉及び７号炉の要員とする。 

※８：火災の規模に応じ召集する。 
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（２）「添付３ 重大事故等及び大規模損壊対応に係る実施基準」の内容 

 

「添付３ 重大事故等及び大規模損壊対応に係る実施基準」に以下の内容を規定する。 

 

① 集団食中毒のような事態（②項の事態以外）により要員に欠員が生じた場合 

ｅ．病原性の高い新型インフルエンザや同様に危険性のある新感染症等が発生し，所定の重大事故

等に対処する要員に欠員が生じた場合は，夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）を含め重大事

故等に対処する要員の補充を行うとともに，そのような事態に備えた重大事故等に対処する要員

の体制に係る管理を行う。重大事故等に対処する要員の補充の見込みが立たない場合は，原子炉

停止等の措置を実施し，確保できる重大事故等に対処する要員で，安全が確保できる原子炉の運

転状態に移行する。 

 

② 成立性の確認訓練において，成立性の確認訓練に係る者が，必要な力量を確保できていないと

判断したことにより要員に欠員が生じた場合 

（イ） 成立性の確認結果を踏まえた措置 

ａ．中央制御室主体の操作に係る成立性確認，技術的能力の成立性確認及び机上訓練による有

効性評価の成立性確認の場合成立性の確認により，役割に応じた必要な力量（以下（ｲ）にお

いて「力量」という。）を確保できていないと判断した場合は，速やかに以下の措置を講じる。 

（ａ）所長及び原子炉主任技術者に報告するとともに，その原因を分析，評価し，改善等，必

要な措置を講じる。 

（ｂ）力量を確保できていないと判断された者に対して，必要な措置の結果を踏まえ，力量が

確保できていないと判断された個別の操作及び作業を対象に，力量の維持向上訓練を実施

した後，役割に応じた要員により成立性の確認訓練を実施し，力量が確保できていること

を確認し，所長及び原子炉主任技術者に報告する。 

ｂ．現場訓練による有効性評価の成立性確認の場合 

成立性の確認により，力量を確保できていないと判断した場合は，速やかに以下の措置を講

じる。 

（ａ）所長及び原子炉主任技術者に報告するとともに，その原因を分析，評価し，改善等，必

要な措置を講じる。 

（ｂ）成立性の確認を任意の班が代表して実施する場合，力量を確保できていないと判断され

た者と同じ役割の者に対して，必要な措置の結果を踏まえ，力量が確保できていないと判

断された個別の操作及び作業を対象に，役割に応じた成立性の確認訓練を実施し，力量が

確保できていることを確認し，所長及び原子炉主任技術者に報告する。 

（ｃ）（ｂ）項の措置により，力量が確保できる見込みが立たないと判断した場合は，所長及び

原子炉主任技術者に報告する。 

（ｄ）力量を確保できていないと判断された者については，必要により，改めて原因を分析，

評価し，改善等の必要な措置を講じ，力量の維持向上訓練を実施した後，力量を確保でき

ていないと判断された成立性の確認訓練を実施し，力量が確保できていることを確認する。 

（ｅ）（ｄ）項の措置により，力量が確保できていると判断した場合は，所長及び原子炉主任技

術者に報告する。 
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添付資料－１－（１） 

保安規定変更に係る基本方針の内容（要員の欠員が生じた場合の措置のイメージ １－１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B 

対象の成立性の確認訓練 

○現場訓練による有効性評価の成立性確認 

要員の欠員が発生 

Ａ  集団食中毒のような事態により
要員に欠員が生じた。 

Ｂ 成立性の確認訓練において，その

訓練に係る者が，力量を確保でき
ていないと判断したことにより要

員に欠員が生じた。 

【要員の確保】 【除外した者の措置】 

夜間及び休日を含め速やか

に要員の補充を行う。 

○力量の維持向上のための教

育訓練の実施 

○成立性の確認訓練の実施他 

（添付資料－１－(２)参照） 

※ 

【除外された者と同

じ役割の者の措置】 

速やかに，成立性の確認訓練

に係る者が必要な力量を確保

できていないと判断した， 

その原因を分析し，評価及び 

改善等，必要な措置を講じる。 

【要員確保】 

○速やかに，保安規定に

定める人数の者を確保

する体制から，力量が

確保できていないと判

断された者を除外し，

原子炉主任技術者の確

認，所長の承認を得て，

体制を構築する。 

NO 

YES 

YES 

【力量の確認】 （完了時間：７日～１０日程度） 

○再度実施する成立性の確認訓練

は，力量が確保されていないと判

断された個別の操作及び作業を，

役割に応じた必要な要員により，

必要な力量が確保できていること

を確認する。 

NO 

YES 

除外された者と同じ役割の者

に対して，役割に応じた成立

性の確認訓練を実施し，力量

が確保できていることを確認

する。 

要員の補充の見

込みが立ち，補充
する。 

原子炉停止の措置を

実施し，原子炉の安全

を確保する。 

力量を確保できる

ことを確認した 

保安規定に定める人数の

者の補充の見込みが立た

ないと判断した場合 

力量を確保できること

の見込みが立たないと

判断した場合 

発電所運転中 

○成立性の確認訓練の結果を踏まえ，操作，作業及び

連携の観点から，力量を確保できていないと判断した

役割ごとの，その訓練に係る者（要員）について，体

制から除外。 

 要員 

① 運転員（現地対応のみ） 

② 緊急時対策要員（常駐） 

③ 緊急時対策要員（召集） 

 

通常の体制 

原子炉停止の措置 

原子炉の運転中は，原子炉の安全を確

保しつつ，速やかに原子炉停止の措置

を実施する。 

原子炉停止状態の維持 

原子炉の停止中は，原子炉

の停止状態を維持し，原子

炉の安全を確保する。 

NO 

A 
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添付資料－１－（２） 

保安規定変更に係る基本方針の内容（要員の欠員が生じた場合の措置のイメージ １－２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成立性の確認訓練において，成立性
の確認訓練に係る者が，力量を確保

できていないと判断したことによ

り要員に欠員が発生 

（添付資料-1-(1)と同措置） 

速やかに，保安規定に定める人数の者

を確保する体制から，力量が確保でき
ていないと判断された者を除外し，原

子炉主任技術者の確認，所長の承認を

得て，体制を構築する。 

（添付資料-1-(1)と同措置） 

 
添付資料－１－（１） 

※ 

 

対象の成立性の確認訓練 

○現場訓練による有効性評価の成立性確認 

再訓練等要 

再訓練等要 

再訓練等要 

○成立性の確認訓練の結果を踏まえ，操作，作業及び連携

の観点から，力量を確保できていないと判断した役割ご

との，その訓練に係る者（要員）について，体制から除
外。 

 要員 

① 運転員（現地対応のみ） 

② 緊急時対策要員（常駐） 

③ 緊急時対策要員（召集） 

 

【力量が確保できていないと判断された成立性の確認訓練
に係る者の措置】 

除外した成立性の確認訓練に係る者のうち，必要な力量を

確保できていないと判断した，役割ごとの成立性の確認訓
練に係る者（要員）について，その原因分析，評価及び改

善等，必要な措置を講じ，力量の維持向上を確認するため，

教育訓練等を行い，その結果を踏まえ，体制に復帰（復帰
期間の制限はないが計画的に実施する。）させる。 

成立性の確認訓練に係る者（個別要員）で実施する。 

成立性の確認訓練に係る者（個別要員）で実施する。 

成立性の確認訓練に係る者（個別要員）で実施する。 

成立性の確認訓練に係る者（全要員）で実施する。 

完了 

除外した成立性の確認訓練に係る者

の措置開始 

成立性の確認訓練に係る者が必要

な力量を確保できていないと判断

した，その原因を分析し，評価及
び改善等，必要な措置を講じる。

（添付資料-1-(1)の措置の確認及

び必要により，改めて実施） 

力量の維持向上のための教育訓練の実施 

○事象の種類及び事象の進展に応じて的

確，かつ，柔軟に対処するために必要

な教育訓練を実施 

①成立性の確認訓練の実施 

（技術的能力の成立性確認） 

○技術的能力に係る審査基準で
要求されている手順のうち，

有効性評価においてクリティ

カルとなるものを，役割に応
じ必要な手順の訓練を実施 

②成立性の確認訓練の実施 

（机上教育による有効性評価
の成立性確認） 

○現場主体の作業，操作に係る

重大事故シーケンスを対象
に，役割に応じ必要な手順の

机上教育を実施 

③成立性の確認訓練の実施 

（有効性評価の成立性確認） 

○  力量が確保できていない

と判断された重大事故シー
ケンスを成立性の確認訓練

に係る者（訓練班）で実施 

 

体制の復帰 

措置 

完了 

完了 
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添付資料－１－（３） 

保安規定変更に係る基本方針の内容（要員の欠員が生じた場合の措置のイメージ １－３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

完了 

再教育訓練等要 

成立性の確認訓練において，成
立性の確認訓練に係る者が，力

量を確保できていないと判断 

○速やかに，保安規定に

定める人数の者を確保
する体制から，力量が

確保できていないと判

断されたものを除外
し，原子炉主任技術者

の確認，所長の承認を

得て，体制を構築する。 

対象の成立性の確認訓練 

○技術的能力の成立性確認 

○机上教育による有効性評価の成立性確認 

○中央制御室主体の操作に係る成立性確認 

 

除外した成立性確認の確認訓練
に係る者の措置開始 

○成立性の確認訓練の結果を踏まえ，操作，作業及び連携

の観点から，力量を確保できていないと判断した役割ご
との，その訓練に係る者（要員）について，体制から除

外。 

 要員 

① 運転員（現地対応のみ） 

② 緊急時対策要員（常駐） 

③ 緊急時対策要員（召集） 

 

【力量が確保できていないと判断された成立性の確認訓
練に係る者の措置】 

除外した成立性の確認訓練に係る者のうち，必要な力量を

確保できていないと判断した，役割ごとの成立性の確認訓
練に係る者（要員）について，その原因分析，評価及び改

善等，必要な措置を講じ，力量の維持向上を確認するため，

教育訓練等を行い，その結果を踏まえ，体制に復帰（復帰
期間の制限はないが計画的に実施する。）させる。 

成立性の確認訓練に係る者が

必要な力量を確保できていな

いと判断した，その原因を分析
し，評価及び改善等，必要な措

置を講じる。 

力量の維持向上訓練の実施 

○事象の種類及び事象の進展
に応じて的確，かつ，柔軟に

対応するために必要な教育

訓練を実施 

必要な訓練を実施 

③成立性の確認訓練の実施 

（中央制御室主体の操作に係る

成立性確認） 

○中央制御室主体の操作に係る
重大事故シーケンスを対象に，

運転員を対象に，役割に応じ必

要な手順の訓練を実施 

②成立性の確認訓練の実施 

（机上教育による有効性評価の

成立性確認） 

○現場主体の作業・操作に係る
重大事故シーケンスを対象

に，役割に応じ必要な手順の

机上教育を実施 

①成立性の確認訓練の実施 

（技術的能力の成立性確認） 

○技術的能力に係る審査基準で

要求されている手順のうち，
有効性評価においてクリティ

カルとなるものを，役割に応

じ必要な手順の訓練を実施 

各成立性の確認訓練 

の結果 

 

体制の復帰 
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体制の復帰までの期間（例） 

 

 

 項  目 

日  数 

備  考 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ 

１ 

力量が確保できて

いないと判断され
た者以外の者の力

量確認等 

成立性の確認訓練におい

て，成立性の確認訓練に係

る者が，力量を確保できて
いないと判断 

               

２ 
その原因を分析し，評価及

び改善等，必要な措置を講
じる。 

               

３ 成立性の確認訓練の実施 

               

４ 

力量が確保できていないと

判断された者を除外し，原
子炉主任技術者の確認，所

長の承認を得て，体制を構

築 

               

５ 体制の復帰 

               

６ 
除外した力量が確保できていないと判断された

者の教育訓練及び成立性の確認訓練等 

               

 

○成立性確認訓練における「技術的能力基準で示され

る１９の手順」の訓練時間 

【訓練項目（例）】 

○代替原子炉補機冷却系による除熱（操作項目） 

・電源ケーブル敷設・接続 

○訓練時間の内訳（例） 

（訓練時間＝タイムチャートの時間） 

・代替原子炉補機冷却系による除熱（９ 時間） 

・電源ケーブル敷設・接続    （１ 時間） 

          ↓ 

・成立性の確認訓練時間（１ 時間） 

＋ 準備・片付け（１ 時間）＝２ 時間 

   ↓ 

・２時間×９ 班（想定）＝約４日 

 ※現在全１０班体制を検討中 

発生 

復帰 

調整日 

調整日 

添付資料－２ 
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